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2はじめに

◼ 需給調整市場における低圧リソースの市場参入（受電点）や機器個別計測（機器点での市場参入）について、
これまで、次世代の分散型電力システムに関する検討会（以下、「分散型システム検討会」という。）や本小委員
会において検討を実施し、2026年度からの制度導入を目指す整理となっているところ。

◼ 今回、2026年度から開始されるこれらの制度変更に伴う対応面の確認として、第13回分散型システム検討会
（2025年9月8日）で示された今後のスケジュールや課題等を踏まえ、2026年度時点の需給調整市場における
参入条件（対象となるリソース等）について整理を行ったため、ご議論いただきたい。



3（参考） 低圧リソースの活用および機器個別計測の導入について

出所）第65回 電力・ガス基本政策小委員会（2023年9月27日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/065_06_00.pdf

◼ 分散型リソースの系統貢献を目的とし、需給調整市場における低圧小規模リソースの有効活用（市場参入）や、
機器個別計測による機器点での市場参入についての検討を実施してきたところ。

◼ 分散型システム検討会や本小委員会の議論および関連システム改修・構築を踏まえ、2026年度からの制度導入
を目指すとしていた。（ただし、後述のとおり、機器個別計測による機器点での市場参入については、次世代スマート
メーター（以下、「スマメ」という。）の導入が必要となる）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/065_06_00.pdf
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6機器個別計測について

◼ 需要家内には、制御対象のリソース（自家発や蓄電池、制御可能な需要）と制御対象外のリソース（制御対象
外の需要や太陽光発電のように自然変動する発電設備）が存在する。

◼ 受電点において、ΔkWのアセスメント等（以下、「ΔkW評価」という。）を実施する場合、制御対象外のリソースの
変動が大きい場合、制御対象のリソースで供出した調整力が適切に評価されない可能性があるため、制御対象の
リソース自体を機器点で個別に計測した計量値によってΔkW評価を実施して欲しいという要望があった。

◼ この点、系統と需要家の接続点である受電点ではなく、需要家内に設置された制御対象のリソースの出力もしくは
消費電力を直接計測できる計測点である機器点において、ΔkW評価または調整力の発動によって生じたkWh
（以下、「調整力kWh」という。）の精算を行うために計測を行うことを機器個別計測と定義し、制度導入に向けた
検討・整理を実施してきたところ。
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7（参考） 受電点と機器点における調整力の計量について

出所）第65回 電力・ガス基本政策小委員会（2023年9月27日）資料6 
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/065_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/pdf/065_06_00.pdf


8機器個別計測における計測点の一致の是非について

◼ 需給調整市場では、ΔkW評価およびkWh精算の計測点は、いずれも受電点としている。前述の機器個別計測の
定義を踏まえると、計測点の組み合わせは下記の2パターンが考えられる。

◼ 計測点の一致是非については、第17回本小委員会（2020年6月12日）にて、精算時の不正防止の観点から、
ΔkW評価とkWh評価の計測点は一致させる必要があると整理したところ。
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9(参考) ΔkW評価とkWh精算の計測点が一致しない場合の不正例

出所）第17回 需給調整市場検討小委員会（2020年6月12日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html


10電気計量制度の合理化について（特定計量制度の施行）

◼ 機器点にてkWh精算を行う場合、計量法により検定等に合格した計量器を機器点に設置することが求められてい
るが、当該計量器を各機器点に設置することは、費用面で機器個別計測導入に向けた事業者側の参入障壁とな
ることから、電気計量制度の合理化が求められていた。

◼ 電気計量制度の合理化については、2022年4月施行の特定計量制度により、適正な計量を担保するための義務
を果たす500kW未満の計量器（以下、特例計量器）であれば、kWh精算における計測をすることが可能となった。

出所）第10回持続可能な電力システム構築小委員会（2021年4月23日）資料3
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/system_kouchiku/010/010_06.pdf

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/system_kouchiku/010/010_06.pdf


11特例計量器等の計量データの取扱いおよび機器個別計測の適用条件について

※ 受電点リソースにおいては、受電点に設置されている託送計量器等により対応可能

出所）第13回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2025年9月8日）資料6
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf

◼ 特例計量器や特定計量器の計量データは、「特定計量（IoTルート）運用ガイドライン【第1.0版】（以下、「運用
ガイドライン」という。）」において、IoTルートを活用して収集することと整理されており、これらは需給調整市場に参入
する上で必要となる「応動評価用（kW）」と「kWh精算用」の計量データ※として活用することが可能となっている。

◼ 他方で、IoTルートを活用するための機能は、現行のスマメには具備されていないため、機器個別計測による機器点
リソースの市場参入のためには、次世代スマメ（第2世代スマメ）の設置が必要となる。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf


12機器点におけるアセスメントⅠ・Ⅱについて

◼ 機器点においても、現行の受電点において実施しているアセスメントⅠ（ΔkW供出が可能かどうかの評価）および、
アセスメントⅡ（調整力の応動評価）は必要であるとしていたところ。

◼ この点、過去の本小委員会において、アセスメントⅠについては、「機器点単位での発電計画（基準値計画）」が
あれば実施可能であると整理している。

◼ また、アセスメントⅡについては、調整力の応動を確認するために、「機器点における瞬時供出電力（kW）」が送信
されれば実施可能であるとし、周波数維持および不正防止の観点を踏まえて、瞬時供出電力の送信期限について、
専用線リソースは「1～5秒程度」、簡易指令リソースは「次の30分コマ終了」までと整理している。

◼ なお、この送信期限に関する整理は機器点に限ったものではないため、当時の整理を受け、取引規程が見直されて
おり、既に現行の受電点では適用されている。

一次調整力※ 二次①調整力 二次②調整力 三次①調整力 三次②調整力

専用線 当該時間終了から１秒～５秒程度以内

簡易指令 ー ー 次の30コマ終了時刻まで

※ 監視方法がオフラインの場合（一次オフライン枠）は、メールにて事後的にデータ提出を求める

＜瞬時供出電力の送信期限＞



13（参考） 機器点におけるアセスメントⅠについて

出所）第37回 需給調整市場検討小委員会（2023年3月28日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html


14（参考） 機器点におけるアセスメントⅡについて

出所）第37回 需給調整市場検討小委員会（2023年3月28日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html

出所）第32回 需給調整市場検討小委員会（2023年9月26日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_32_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_32_haifu.html


15（参考） 瞬時供出電力（kW）のために必要な計量器について

出所）取引ガイド（全商品）第7版（2025年4月1日）
https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_250401.pdf

◼ 現状において、応動評価に必要となる瞬時供出電力（kW）のための計量器としては、受電点の託送計量器以外
にも、”特定計量器”や”市場運営者が指定する計量器（トランスデューサ等）”によっても対応可能となっている。

◼ 2026年度からの機器個別計測導入後においては、機器点での瞬時供出電力（kW）のための計量器として、
新たに “特例計量器等”が追加される。（ただし機器点の場合なので託送計量器は対象外となる）

https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_250401.pdf


16機器点における不正防止策について

出所）第8回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2023年8月22日）資料3
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/008_03_00.pdf

◼ 構内の配線改造により需要抑制したかのように見せかける等の機器点における不正に対しては、海外事例も踏まえ、
抜き打ち監査や単線結線図の提出といった不正防止策※および不正発覚時のペナルティ強度が整理されている。

※ 低圧リソース×機器点計量の場合は将来的にリソース応動データを元にした不正防止策も考えられる

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/008_03_00.pdf


17（参考） 機器個別計測における不正例について

出所）第9回需給調整市場検討小委員会（2019年3月5日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_09_haifu.html


18（参考） 機器個別計測における海外での不正防止策について

出所）第17回需給調整市場検討小委員会（2020年6月12日）資料3をもとに作成
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2020/2020_jukyuchousei_17_haifu.html


19低圧リソースの活用について（群管理の導入等）（１／２）

◼ 2026年度からの需給調整市場における低圧リソースの参入（受電点）に加えて、機器個別計測制度導入に伴う
機器点での市場参入によって、今後、市場参入されるリソース数が膨大になると見込まれることから、リスト・パターン
登録において、「リソース数（⇒10万件）」と、「リスト・パターン数（⇒500件※）」の登録上限数を拡大する。

◼ 加えて、リスト・パターン内において、複数の低圧小規模リソースを１つのリソース群として扱う方法（以下、「群管理」
という。）を導入することで、今後のリソース数の増加に対応できるようにしている。

出所）第８回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2023年8月22日）資料4 
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/008_03_00.pdf

※ 分散型システム検討会では200件が提案されたが、長期的な利用を鑑みて500件に拡大

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/008_03_00.pdf


20低圧リソースの活用について（群管理の導入等）（２／２）

◼ 前述のリスト・パターンに登録できるリソース数の増加や群管理に伴い、以下の対応も実施することとした。

➢ リスト・パターンの供出可能量の10%以内の範囲で事前審査後のリソースの入替・追加※1を許容する

➢ 低圧発電リソースについて、1発電地点1BGの制約を設けず、インバランス補正に必要な計画（発電計画等）
を発電BG単位で提出可※2とする

➢ １リスト・パターンに複数の群を登録可とする（ただし、１群は「受電点群」と「機器点群」に分けた登録とする）

出所）第８回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2023年8月22日）資料4 
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/008_03_00.pdf

※2 需要BGについては、既に複数地点1BGが適用されており、需要BG単位での計画提出が可能

※1 一度に10%超のリソースの入替・追加を希望する場合は従来どおり事前審査が必要

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/008_03_00.pdf


21（参考） 需給調整市場システム（MMS）における低圧リソース導入への対応について

◼ 需給調整市場システム（MMS）においても、今後増加が見込まれる低圧リソースに対応できるようにデータの保存
領域の拡張等を行なっている。

出所）第56回需給調整市場検討小委員会（2025年6月3日）資料6
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2025/2025_jukyuchousei_56_haifu.html


22（参考） リスト・パターンの入替・追加条件の緩和について

出所）第40回需給調整市場検討小委員会（2023年6月29日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2023/2023_jukyuchousei_40_haifu.html
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24機器個別計測に向けた課題について

◼ 第13回分散型システム検討会（2025年9月8日）において、機器点電圧が特別高圧（課題①）および機器点
容量が1,000kW以上の取扱い（課題②）といった2026年度以降の機器個別計測に向けた課題が示された。

◼ 一方で、課題③として示されている一次調整力の取扱い（先行導入の可否）に関しては、足元で整理が必要な
課題であり、次頁以降で整理を実施する。

出所）第13回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2025年9月8日）資料6 
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf


25（参考） 機器点電圧「特高」と機器点1,000kW以上の取扱いについて（課題①②）

◼ 2026年度以降の機器個別計測に向けた課題として示された二つの検討項目（課題①及び課題②）に関して、
機器点電圧 「特高」については、運用ガイドラインへの「特高」区分の追加設定。1,000kW以上の機器点について
は、「（機器点）単独発電機／リスト・パターン」といった新区分の設定が必要とも考えられ、それらに伴いMMSをは
じめ各種システム改修も必要となる可能性があるため、検討項目のニーズや規模感も踏まえつつ、詳細検討を進め
ていくとしている。

出所）第13回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2025年9月8日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf


26一次調整力の取扱いについて（１／２）

出所）第37回 需給調整市場検討小委員会（2023年3月28日）資料3
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html

◼ 過去の本小委員会や分散型システム検討会において、一次調整力は需給調整市場でのkWh精算がないため、
kWh精算の観点においては、当該計量データの連携※が不要（当該システム改修も不要）といえる点等を踏まえ、
一次調整力に関しては、先行的に市場参入できる可能性も考えられるとしていた。

◼ この点、現行の運用ガイドラインを踏まえると、機器個別計測における一次調整力の先行導入とは、次世代スマメの
設置を待たずして他の商品に先駆けて市場参入できることを意味しているといえる。

◼ なお、低圧受電点計測に関しては、リスト・パターン登録数の上限拡大や群管理等により受入対応ができていること
から、2026年度より需給調整市場への参入を可能としている。（一次の先行導入ではなく、全商品同時開始）

※ 特例計量器等からの計量データはIoTルートを活用して収集（運用ガイドラインの整理）

https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2022/2022_jukyuchousei_37_haifu.html


27一次調整力の取扱いについて（２／２）

◼ 前述のとおり、一次調整力に関しては、需給調整市場に基づくkWh精算が無いことから、kWh精算の観点では、
機器点に設置された特例計量器等の計量データの収集は不要と考える。

◼ 他方、現行の受電点での取引において、アセスメントⅡを行うにあたり、事業者から提出された供出電力（kW）の
実績データと一般送配電事業者（以下、「TSO」という。）が保持する託送供給の用に供する計量器の電力量※1

（kWh）を比較し、実績データの妥当性確認を行ったのちにアセスメントⅡで応動評価を実施しているところ。

◼ つまり、アセスメントⅡを実施するうえで、TSO側にとっては、事業者から提出された応動評価に用いる供出電力とは
別の信頼性が担保された基準とできるデータも必要としている。

◼ 機器点の場合も同様にアセスメントⅡにおける事前の妥当性確認は必要と考えられ、受電点との整合性を踏まえる
と、機器点の基準データとしては、インバランス算定等に用いる計量データが適当と考えられる。

◼ ここで、インバランス算定等に用いる計量データは、低圧機器点・高圧機器点※2ともに、機器点に設置された特例計
量器等からIoTルートを活用してTSOが収集する（以下、「特定計量システム」という。）と整理されていることから、
機器点で一次調整力に参入する場合においても、適切なアセスメントⅡを実施する観点から、特定計量システムの
構築は必要と考える。

◼ なお、特定計量システムで収集するデータとは別に信頼性が担保された基準となるデータがあり、データ連携できれば、
次世代スマメの設置を待たずして先行的に市場参入できるとも考えられるが、現時点において、IoTルートの構築なし
に基準となるデータを得ることは難しいため、一次調整力の先行導入に関しては、まずもって2026年度の機器個別
計測導入時点においては実施しない（できない）方向としてはどうか。

※1 kWh精算の有無に関らず、受電点に設置されている託送計量器から得られる「kWh」データを活用している

※2 低圧機器点とは受電点電圧が低圧、高圧機器点とは受電点電圧が高圧のものを指す



28（参考） 現行（受電点）におけるアセスメントⅡについて

出所）取引ガイド（全商品）第7版（2025年4月1日）をもとに作成
https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_250401.pdf

https://www.eprx.or.jp/outline/docs/guide_250401.pdf


29（参考） インバランス算定等に用いる計量データの扱いについて

出所）第7回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2023年6月14日）資料4をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/007_04_00.pdf

◼ 第7回分散型システム検討会（2023年6月14日）において、インバランス算定等（精算用のkWhデータ含む）
に用いる計量データは、低圧機器点・高圧機器点ともに、機器点に設置された特例計量器等からIoTルートを活用
してTSOが収集すると整理されている。

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/007_04_00.pdf
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312026年度時点の需給調整市場における参入条件について

◼ これまでの検討結果を踏まえ、2026年度時点の需給調整市場において追加で市場参入が可能となる参入要件を
まとめると以下のとおりとなる。

➢ 低圧受電点計測に関しては、2026年度から全商品においてリスト・パターンにて市場参入可

➢ 機器個別計測を開始するためには、当該機器点の受電点に次世代スマメの設置が必要であり、次世代スマメの
設置スケジュール※1を踏まえると、2026年度の機器個別計測導入時点においては、まずもって低圧機器点※2

が全商品でリスト・パターンにて市場参入可

※1 現時点における次世代スマメの設置スケジュールは次頁参照

※2 次世代スマメが設置されていない低圧機器点は対象外



32（参考） 機器個別計測導入に関連する各種スケジュールについて

◼ 機器個別計測の導入にあたっては、当該機器点の受電点に次世代スマメの設置が必要であり、第13回の分散型
システム検討会（2025年9月8日）で示された次世代スマメの設置スケジュールは、低圧リソースが2025年度から、
高圧以上は2026年度後半から順次設置されていく予定となっている。

◼ また、次世代スマメの設置スケジュールに加え、取引規程類の改定等を踏まえると、現時点での機器個別計測適用
時期※としては、低圧リソースが2026年度から、高圧リソース（1,000kW未満）は2027年度からが想定される。

出所）第13回次世代の分散型電力システムに関する検討会（2025年9月8日）資料6をもとに作成
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf

※ 市場参入には次世代スマメの設置が必要となる

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/jisedai_bunsan/pdf/013_06_00.pdf
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34まとめ

◼ 2026年度時点の需給調整市場において追加で市場参入が可能となる参入要件をまとめると以下のとおりとなる。

➢ 低圧受電点計測に関しては、2026年度から全商品においてリスト・パターンにて市場参入可

➢ 機器個別計測に関しては、まずもって低圧機器点※が全商品においてリスト・パターンにて市場参入可

◼ また、次世代スマメの設置スケジュールに加え、取引規程類の改定等を踏まえると、現時点での機器個別計測適用
時期としては、低圧リソースは2026年度から、高圧リソース（1,000kW未満）は2027年度から順次適用可能と
なることが想定される。

◼ 第13回分散型システム検討会（2025年9月8日）において示された、「機器点電圧が特別高圧」および「機器点
容量が1,000kW以上」の取扱いといった2026年度以降の機器個別計測に向けた課題に関しては、検討項目の
ニーズや規模感も踏まえつつ、国や一般送配電事業者とも連携しながら詳細検討を進めていくこととする。

◼ なお、機器点における一次調整力の先行導入（次世代スマメの設置を待たずに他の商品に先駆けて市場参入）
に関しては、現行の受電点で実施している、アセスメントⅡにおける応動評価データ（供出電力）の事前の妥当性
確認等との整合性を踏まえると、まずもって2026年度当初は実施しない（できない）方向としてはどうか。

※ 次世代スマメが設置されていない低圧機器点は対象外


